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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、上場企業としての責務を全うし、かつ企業価値増大の永続的な追及を可能とするため、強力なガバナンス体制の構築を目指してまいりま
す。

その構築のため、以下の３つを重点項目と位置づけ取り組んでまいります。

・ディスクロージャーの充実

　経営の透明性と健全性を確保するため、投資家に対して適時適切に情報を開示いたします。

・アカウンビリテイの徹底

　当社のステークホルダーに対して、十分な説明責任を果たしてまいります。

・コンプライアンス

　法令遵守にとどまらず、その趣旨および精神を尊重し、コンプライアンス意識の醸成を図ってまいります。

また、当社は、経営監督機能と業務執行機能を明確にするため、執行役員制度を導入するとともに、監査等委員会設置会社に移行しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２④】（議決権の電子行使のための環境作り、招集通知の英訳）

当社は、2017年12月開催の第24期定時株主総会よりインターネットによる議決権の行使を可能とし、2018年12月開催の第25期定時株主総会より
スマートフォンによるＱＲコードを用いた議決権の行使を可能としております。

当社の外国人株主は５％未満であり、費用対効果の観点から株主総会の招集通知の英訳は行っておりませんが、今後、機関投資家や外国人株
主の比率等の状況を踏まえ、株主総会の招集通知の英訳の実施を検討してまいります。

【原則２－６】（企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

当社は、現在、企業年金制度を実施しておりません。今後、社会の状況等を踏まえ制度の導入の要否を含め検討してまいります。

【補充原則３－１②】（英語での情報開示・提供）

当社の外国人株主は５％未満であり、費用対効果の観点から英語での情報開示を行っておりませんが、今後、外国人株主の比率が増加する状
況が見込まれる場合は、英語での情報開示を検討する考えであります。

【補充原則４－１③】（最高経営責任者等の後継者の計画）

当社では、現時点において最高経営責任者である代表取締役社長の後継者の計画を明確には策定しておりませんが、将来の後継者になり得る
経営幹部らに対して、代表取締役社長自らが講師となる研修会を定期的に開催しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】（政策保有株式）

当社は、中長期的な企業価値向上の観点から、必要に応じて取引先等の株式を保有する場合があります。現状、政策保有している上場株式は１
銘柄であり、かつ、保有割合も僅少であることから、現状では縮減の方針はありません。なお、政策保有株式の議決権の行使にあたっては、当社
の企業価値向上の観点から対応を判断しております。

【原則１－７】（関連当事者間の取引）

当社は、取締役の競業取引および利益相反取引について、事前に取締役会の承認を要し、事後においても重要な事実を取締役会に報告すること
としております。なお、毎年10月に取締役（子会社の取締役を含む。）とその近親者と当社との取引の有無に関する調査を実施しております。

【補充原則２－４①】（中核人財の登用等における多様性の確保）

当社は、日本国内にとどまらず、アジア圏８か国で事業展開していることから、雇用や管理職への登用等において、国籍、ジェンダー等による制限
は一切設けず、人財の多様性の確保を図っております。

当社の従業員の男女比はほぼ半々であり、近年における新卒採用の男女比も同様であり、管理職候補となる人財の層も厚くなりつつあることか
ら、今後は女性の役員、管理職者の増加を見込んでおります。

当社は、多様な働き方やキャリアパスを実現できるように人財育成に注力しており、社員一人につき年間100時間の教育時間を設けるなどの取り
組みを行っております。

【原則３－１】（情報開示の充実）

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

経営理念、社是（行動指針）、中期経営計画等を当社ウェブサイトで開示しております。



（ⅱ）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

コーポレートガバナンスの基本的な考え方と基本方針を当社ウェブサイト、コーポレートガバナンス報告書および有価証券報告書に記載しておりま
す。

（ⅲ）取締役等の報酬を決定するに当たっての方針と手続き

取締役等の報酬等の額またはその算定方法および決定手続きについて有価証券報告書に記載しております。

（ⅳ）取締役会が取締役候補および執行役員・経営幹部の選定・解職を行うに当たっての方針と手続き

執行役員・経営幹部の選解任に当たっては、執行役員については代表取締役の、子会社役員を含む経営幹部については各執行役員による評価
に基づき、取締役会において審議の上決定しております。

取締役候補の指名を行うに当たっては、社内取締役については、執行役員や事業部長の経験者のなかから、能力面、貢献面に優れ、当社事業
の成長に対する情熱と意欲の高い者を指名しております。また、社外取締役については、優れた人格と見識を有し、企業経営、法律、会計その他
の専門分野のいずれかにおいて当社に資する豊富な経験と知識を有している者を指名しております。

（ⅴ）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて取締役候補の選定・解職を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

上記指名方針に基づき、取締役会において審議決定後に株主総会に上程しております。また、社外取締役については株主総会招集通知に候補
者の指名理由を開示しております。

【補充原則３－１③】サスティナビリティについての取組など

当社は、サスティナビリティ・ＥＳＧについて以下のとおり取り組んております。

（ⅰ）　Ｅ：環境

　　　　　　・エネルギーソリューション商材の販売による脱炭素社会への貢献

　　　　　　・ReSPR、サーモカメラなど、オフィスの感染症対策商材の販売により、従業員の感染予防対策への貢献

（ⅱ）　Ｓ：社会

　　　　　　・進出国に対する雇用＆利益拡大により各国の経済発展に貢献

　　　　　　・多種多様な人材を採用や育成をし、ダイバーシティを推進

　　　　　　・内閣府「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」の活動を通じて、女性管理職の登用及びジェンダーフリー企業の実現

（ⅲ）　Ｇ：ガバナンス

　　　　　　・経営の執行に対する監視機能強化の目的のため、独自の取締役選任基準制定（半数の社外取締役、取締役任期は１年）

　　　　　　・内部監査として経営も監視する業務監査が、経営改善、経営の効率化の機能にも役立てている

　　　　　　・世界共通の人事評価とその国にあった評価のハイブリッド型グローバル人事評価による報酬の適性化

　　　　　　・内部通報制度の充実

（ⅳ）　ＤＸを推進することでＥＳＧ経営がさらに向上

　　　　　　・環境　　非効率資源の是正により脱炭素化

　　　　　　・社会　　労働生産性の向上、人財開発

　　　　　　・ガバナンス　　情報偏在の解消、評価・報酬の適性化

【補充原則４－１①】（経営陣に対する委任の範囲）

取締役会は、法令に基づく専決事項および当社「取締役会規程」に定める事項の決定を行います。その他の主要な業務執行の決定については、
当社「職務権限規程」において、その権限移譲の範囲、項目を定めております。

また、当社は経営と執行の分離の観点から執行役員制度を導入しております。各執行役員の業務の執行に関しては、当社「執行役員規程」、「組
織規程」および「職務権限規程」に基づいて、所管する部門の業務を執行することになっております。

【原則４－９】（独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）

当社は、社外取締役候補者の指名に当たり、金融証券取引所が定める独立性基準、当該候補者の経歴、見識等を踏まえ、当社社内取締役等か
ら独立した立場で社外取締役としての職務を遂行できる独立性が十分に担保されているか否かを個別に判断しております。

【補充原則４－１１①】（取締役会の多様性に関する考え方等）

当社は、上記「原則３－１（ⅳ）」に記載の方針と手続きにより取締役候補者を指名し株主総会でご承認を受けております。また、当社の取締役会
の構成は、７名のうち社外取締役が４名と過半数を占めており、社内取締役のみで取締役会の決議が成立しないものとされております。

【補充原則４－１１②】（取締役・監査役の兼任状況）

株主総会招集通知の株主総会参考書類および有価証券報告書において、各取締役の兼務状況を開示しております。

【補充原則４－１１③】（取締役会の実効性評価）

2025年９月期における当社取締役会は、予め定めたスケジュールに基づき毎月１回の定時取締役会と、別途臨時取締役会が３回の計１５回開催
されております。取締役会の構成、会議の運営、議題、事務局の体制、社外取締役への情報提供等について適切に機能しており、取締役会として
は実効性は概ね有効であると評価しております。

【補充原則４－１４②】（取締役のトレーニングの方針）

当社では、上記「原則３－１（ⅳ）」に記載の方針と手続きにより取締役を選任しておりますが、個々の必要性に応じて社内外の研修やオリエンテー
ション等に参加させ、取締役としての責務や役割ならびに当社を取り巻く事業環境等に関する知識のアップデートを支援しております。

【原則５－１】（株主との建設的な対話に関する方針）

当社は、株主との対話は会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するものと考えており、そのため、株主および投資家との建設的
な対話を行うべく、ＩＲ専任担当者を置き、株主等からの電話やメールでの質問に対応しております。

また、本決算、第２四半期決算発表後の年２回、アナリストおよび機関投資家向けに決算説明会を開催し、代表取締役社長が直接説明、対話を
行う機会を設けております。さらに、株主総会の終了後には株主を対象とした会社説明会を実施しており、株主との直接対話を行っております。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

伊藤　秀博 5,069,000 6.28

楽天証券株式会社 3,823,100 4.74

株式会社ＳＢＩ証券 1,607,872 1.99

松井証券株式会社 1,064,600 1.32

野村證券株式会社 926,700 1.15

日本証券金融株式会社 695,600 0.86

島田 喜美子 620,500 0.77

レカム従業員持株会 552,300 0.68

黒須 俊輔 550,000 0.68

島田 明弘 513,000 0.64

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 9 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

・当社の海外子会社であるレカムビジネスソリューョンズ（大連）株式有限公司は、中華人民共和国の新興市場である「新三板」に上場しておりま
す。

・当社は、当該子会社を含むグループ各社の経営の自主性・独立性を保持しつつ、経営会議等において各社の経営計画およびその進捗状況等
に関して審議、検証を行うとともに、グループの中枢として当社の管理部門が業務指導を行うなど、グループ各社が一体となったグループ経営を
推進しております。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況



１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

三宅　伊智朗 他の会社の出身者

椿　奈緒子 他の会社の出身者

山口　義成 他の会社の出身者

鴇田 英之 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

三宅　伊智朗 　 ○ ―――

豊富な経験と知見を有しており、取締役会の透
明性の向上および監督機能の強化に繋がるも
のと考えております。また、外資系金融関連企
業や有力格付け会社での豊富なマネージメント
経験が、今後の当社グループの事業拡大や組
織体制の整備などに寄与するものと判断し、社
外取締役に選任しております。

（独立役員指定理由）

一般株主と利益相反の生じるおそれのない社
外取締役であり、同氏の承諾と取締役会の承
認を得たため、独立役員に指定しております。

椿　奈緒子 　 ○ ―――

豊富な経験と知見を有することから取締役会の
透明性の向上および監督機能の強化に繋がる
ものと考えております。主にＩＴ業界おいて新規
事業の立ち上げを含む様々な事業の運営に携
わり、また、マーケティングに関して幅広い知識
と経験を有することから、今後の当社グループ
の事業拡大や組織体制の整備などに寄与する
ものと判断し、社外取締役に選任しておりま
す。

（独立役員指定理由）

一般株主と利益相反の生じるおそれのない社
外取締役であり、同氏の承諾と取締役会の承
認を得たため、独立役員に指定しております。

山口　義成 ○ ○ ―――

豊富な経験と知見を有しており、取締役会の透
明性の向上および監督、監査機能の強化に繋
がるものと考え、社外取締役（監査等委員）に
選任しております。

（独立役員指定理由）

一般株主と利益相反の生じるおそれのない社
外取締役であり、同氏の承諾と取締役会の承
認を得たため、独立役員に指定しております。

鴇田 英之 ○ ○ ―――

公認会計士ならびに税理士としてのキャリアの
ほか、過去いくつもの企業において取締役や監
査役として経営に関与しており、豊富な経験と
知見を有することから取締役会の透明性の向
上および監督機能の強化に繋がるものと考え、
社外取締役（監査等委員）に選任しておりま
す。

（独立役員指定理由）

一般株主と利益相反の生じるおそれのない社
外取締役であり、同氏の承諾と取締役会の承
認を得たため、独立役員に指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項



監査等委員会の職務を補助する組織として監査室を置き、業務執行取締役および執行役員等の指揮命令を受けないものとされております。な
お、監査室に関する人事異動、組織変更等の最終的な決定に際しては、監査等委員会の同意を得ることとされています。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会、会計監査人および内部監査部門は、監査スケジュールや監査結果報告等についての定期的な協議の実施を含め、意見交換、監
査の立会いなどを通じた緊密な相互の連携の強化により、監査の実効性および品質の向上に努めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は、社外取締役との間に特別の利害関係を有しないことから、社外取締役４名全員を独立役員として指定し、東京証券取引所に届出しており
ます。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

取締役に対する報酬の一部として、業績に連動した金銭による業績連動報酬制度を導入しております。

また、当社は、「全員経営」を社是としており、当社株式の株価上昇によるメリットのみならず、株価下落によるリスクまでも株主と共有するという仕
組みとすることで、業績向上と株価上昇（企業価値の向上）への意欲や士気を一層高めることを目的として、ストックオプション制度を導入しており
ます。2022年10月11日に当社および当社子会社の取締役および従業員96名に対して有償新株予約権49,710個（4,971,000株）を付与しておりま
す。2025年11月13日に当社および当社子会社の取締役および従業員48名に対して有償新株予約権9,250個（925,000株）を付与しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

発行済株式数に対する一定割合を限度に、有償新株予約権を取締役会の決議により付与しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明



第32期事業年度（2024年10月１日～2025年９月30日）における取締役の報酬等の総額は以下のとおりであります。

取締役（監査等委員を除く）（社外取締役を除く）　79百万円（うち、業績連動報酬の額は17百万円）

取締役（監査等委員）（社外取締役を除く）　11百万円

取締役（社外取締役）　16百万円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、取締役会において、取締役の報酬等の額またはその算定方法の決定方針を決議しております。当社の取締役の報酬等は、取締役の役
位、職責等に応じて、経済情勢、経営環境、市場水準および従業員給与とのバランス等を総合的に勘案して決定された毎月定額の固定給を支払
う基本報酬と、業績指標の年度ごとの達成状況仁応じて個人別に支払う業績連動報酬とで構成することとしております。

取締役および社外取締役（監査等委員である取締役を除く）の基本報酬は、各取締役の役職や職責、当社の業績、市場水準等を考慮しながら、
予め定められた基準額の範囲内で決定された額を月次の報酬として支給しております。

監査等委員である取締役の基本報酬は、職責に相応しいものとし、各々の果たす役割や専門知識・経験等を考慮して監査等委員である取締役の
協議により、個別に決定し、月次の報酬として支給しております。

取締役に対する金銭による業績連動報酬等は、業績指標の年度ごとの達成状況を考慮し、各事業年度終了後に会社および個人の業績評価に応
じて個人別の額を算定するものとし、在任期間中、月次の報酬として支給しております。

なお、監査等委員でない取締役の報酬は、株主総会でご承認いただいている報酬限度総額以内にて、代表取締役に対し各取締役の担当部門の
業績等も踏まえた個別報酬額の原案の策定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門につい
て評価を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、取締役会においてその妥当性
等について確認のうえ最終決定しております。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役との連絡窓口は、業務監査部が担当しており、取締役会の開催事務連絡、議案資料の事前配布等を行っております。

なお、定時取締役会の開催期日は予め年間予定が定められており、また、各回の開催に際しては、開催日の３日前に開催日時、議案、会議資料
を電子メールにて配信しております。また、必要に応じて詳細資料の提供等を実施しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社の取締役会は監査等委員である取締役３名を含め７名で構成されており、その過半数の４名は社外取締役で占められております。

取締役会は、定時取締役会を原則として月に１回開催するほか必要に応じて開催し、経営上の重要事項の決定や取締役および執行役員からの
業務執行の報告を行っております。さらに、常務会と執行役員会が原則として各々月２回開催されており、取締役会より委任を受けた事項につい
て協議のうえ決定しております。また、監査等委員会が設置されており、原則として月１回開催することとされております。監査等委員は取締役会
その他重要会議に出席するほか、監査等委員会で定めた方針、計画に従い、会社の業務や財産状況の調査、取締役の業務執行の状況等を監
査・監督しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、2015年5月の改正会社法の施行を受けて、社内で協議を重ねた結果、取締役会の監督機能の強化によるコーペレート・ガバナンスの一
層の充実という観点から、取締役会において議決権を行使することができる監査等委員である取締役（複数の社外取締役を含む。）を選任し、中
長期的な企業価値向上を図るため、監査等委員会設置会社へ移行するとの結論に至り、2015年12月開催の第22期定時株主総会において、監査
等委員会設置会社へ移行するための定款変更をご承認いただき、監査等委員会設置会社となっております。また、2025年12月開催の第32期定
時株主総会において、社外取締役1名を選任し、現在、取締役会を構成する監査等委員である取締役４名を含めた７名のうち過半数の４名が社外
取締役という体制になり、コーポレート・ガバナンスのモデルとして例示されている３類型のうち「社外取締役を中心とした取締役会」となっており、
当社の経営規模等から見て、現状において最適なガバナンス体制であると考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2025年12月開催の第32期定時株主総会においては、開催日の17日前の12月９日に発送
しております。

なお、電子提供措置は開催日の３週間前の12月４日から開始しております。



電磁的方法による議決権の行使

2017年12月開催の第24期定時株主総会について、インターネットによる議決権の行使を
可能とし、2018年12月開催の第25期定時株主総会からは、スマートフォンによるＱＲコード
を用いた議決権の行使についても可能としており、第31期定時株主総会においても同様
であります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 個人投資家を対象とした説明会を年間複数回開催しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

通期ならびに第２四半期の年２回開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
アナリスト・機関投資家向けの定期説明会終了後、当該説明会にて使用した
資料を掲載しております。また、適時開示資料、決算短信等についても掲載し
ております。

IRに関する部署（担当者）の設置 社長室にＩＲ・広報を専任する担当者を置いております。

その他
定時株主総会終了後、当社取締役社長らによる事業説明会を開催しておりま
す。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

レカム企業倫理規程を制定し、そのなかで各ステークホルダーごとの立場および関係につ
いて規定しております。

その他

企業理念において「お客様へのサービス等を通じての社会貢献」を謳っており、従業員によ
る日々の企業理念唱和の実施を含め、従業員に対して様々な機会を通じてステークホル
ダーの立場尊重についての意識徹底を図っております。

（女性の活躍状況）

当社は、採用・昇進・昇格等のすべてにわたり、性別、国籍、年齢等を問わず、実力に応じ
た評価、登用がされており、多くの女性が活躍しております。現在、当社の取締役のうち１
名は女性であります。また、連結子会社の役員に女性が４名登用されております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、「内部統制システムの整備に関する基本方針」を定め、当該方針に基づいて、内部統制システムの整備とその適切な運用に努めておりま
す。その運用状況の概要は次のとおりであります。

(１)　コンプライアンスに対する取り組み

　　当社グループは、役職員の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ社会規範および企業倫理を遵守した行動をとるため、「企業理念」
「社是」「価値基準」を定め、全役職員に周知徹底を行っております。また、遵守すべき法令等をまとめた「コンプライアンスマニュアル」の見直しを
定期的に行い、全社員に対し教育を行っております。

(２)　職務執行の適正性および効率的に行われることに対する取り組み

　　取締役会を原則として毎月１回開催し、各議案についての審議、職務執行状況の報告・監督を行い、活発な意見交換がなされており、意思決
定および監督の実効性は確保されているものと考えております。また、取締役会とは別に、定期的に執行役員会および経営会議が開催され、社
内情報の一元化と業務推進および定期的な報告と確認を行うことで迅速な業務執行が可能な体制となっております。

(３)　当社グループにおける業務の適正性に対する取り組み

　　当社グループにおきましては、定期的に開催される経営会議に子会社役職員が出席し、当社グループの業務執行の状況および経営計画の進
捗状況等を確認・協議しております。

(４)　海外子会社の業務の適正性に対する取り組み

　　海外の子会社については、担当役員を現地に派遣し定期的な監督を実施するとともに、提出された報告資料や定期的に開催される電話会議
等により、業務遂行状況のモニタリングを行っております。

　



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

レカムグループ企業倫理規程において、「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては毅然とした行動をとるものとし、
一切の関係を遮断する。」「経済的利益を提供するなど、反社会的勢力・団体の活動を助長するような行為を行わない。」旨を定め、全従業員に周
知徹底を図っております。

当社では、不当要求に対する対応部署（総務部）を定め、事案の発生時には関係行政機関、顧問弁護士等との緊密な連携・連絡のうえ、速やか
に対応する体制を整備しております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

リスク管理担当役員を任命し、コンプライアンス、労働衛生、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に係るリスクについては、それぞれの担当部署
にて規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布わ行うものとし、組織横断的なリスク状況の監視および全社的な対応は、リス
ク管理担当役員の管掌のもと総務担当部門が行うこととしております。また、コンプライアンスマネジメント委員会を設置し、全社的リスク管理の進
捗状況のレビューを実施し、その結果は取締役会に報告されております。

〔会社情報の適時開示に係る社内体制の概要〕

１．当社は、会社法に規定する監査等委員会設置会社であり、かつ、取締役会については半数を、監査等委員会については過半を社外取締役が
占める構成となっており、経営に対する監督、監査機能の透明性と客観性が担保されているものと考えております。また、当社は執行役員制度を
採用しており、この体制のもと、取締役会は経営の基本方針を決定し、執行役員による業務執行を監督する一方、会社の業務執行に関する権限
は取締役会から執行役員に大幅に委譲され、意思決定、業務執行の迅速化を図っております。

２．当社の会社情報の適時開示に係る管理体制につきましては、情報開示担当役員を長とし、各部門長によって構成する「重要情報管理委員会」

を設置し、原則週１回の定例会議の開催により、社外専門家のアドバイスを含め、①新規および潜在開示情報の精査、②既存開示情報に関する
追跡調査、③適時開示全般に関する習熟と社内への啓蒙活動、等社内の情報全般を掌握することとしております。具体的な適時開示のフローは

次のとおりになります。

（１）会社情報（投資者の投資判断に重要な影響を与える事実や決算情報等）は、代表取締役、取締役会、重要情報管理委員会を経て、社長室の
ＩＲ・広報専任担当者に伝達され、ＴＤｎｅｔを利用して東京証券取引所に対して適時開示を行います。

（２）決定事実、発生事実に関する情報は、社内各部門から代表取締役、取締役会、重要情報管理委員会に伝達され、審議、承認を経たのち、Ｉ
Ｒ・広報専任担当者に伝達され、適時開示を行います。

（３）決算情報については、主として財務経理、経営管理部門が作成し、代表取締役、取締役会の審議、承認を経てＩＲ・広報専任担当者に伝達さ
れ、適時開示を行います。

（４）内部監査部門は、業務執行のプロセスが適正、かつ有効に機能しているかを監査し、代表取締役、監査等委員会に報告します。

（５）ＩＲ・広報専任担当者は、東京証券取引所に対して適時開示を行うとともに、適時開示後すみやかに当社ホームページにも同一資料を掲載し
ています。
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